









































































       表１：戦後日本の産業構造変化（出荷額シェア）　　　　(単位：％) 　






















100    100    100   100    100   100   100   100   100    100
 13.8   17.9   12.4   12.5   10.   11.9   10.5   11    10.2   11.1
 21 .4    16 .2    11 .2     8 .8     6 .4    5 .1     3 .8     3       2 .4     2 .1
  1 .7     1 .3     1 .2     1 .5     1 .4    1 .7     1 .4     1 .4     1 .4     1 .6
  3 . 7     4    　 3 .5     3 .6     3 .1    2 .8     2 .5     1 .5     1 .4     1 .4
  0 .7     1 .0     1 .0     1 .4     1 .5    1 .5     1 .4     1 .1     1 .3     1 .2
  4 .0     4 .2     3 .9     3 .8     3 .3    3 .3     3 .2     2 .8     2 .7     2 .8
  2 .9     3 .3     2 .5     3 .1     2 .9    3 .3     3 .3     3 .4     3 .9     4 .3
 11 .9    11 .0     9 .4     9 .5     8 .0    8 .2     8 .4     7 .7     7 .2     7 .5
  1 .4     1 .9     2 .4     2 .8     2 .6    5 .9     7 .1     7 .9     5 .8     6 .0
  2 .4     1 .4     1 .5     1 .3     1 .1    1 .1     1 .2     1 .1     1 .1     1 .1
  0 .7     0 .6     0 .5     0 .6     0 .5    0 .5     0 .5     0 .4     0 .4     0 .3
  3 .5     3 .4     3 .5     3 .6     3 .6    3 .8     3 .9     3 .3     3 .3     3 .3
  9 .6     9 .6    10 .6     9 .1     9 .5    8 .9     8 .3     6 .7     5 .7     4 .4
  4 .2     4 .1     4 .3     4 .0     4 .4    3 .1     3 .8     2 .4     2 .4     2 .1
  2 .8     3 .3     3 .9     4 .7     5 .4    5 .2     5 .0     4 .9     5 .8     5 .7
  4 .2     4 .6     7 .8     7 .8     9 .9    8 .3     8 .2     9 .1    10 .4    10 .2
  2.6    3 .7    8 .3    7 .8   10.6   8 .5   10.4   15.4   16.9   18.4
  5.9    5.5    8.5    7.8   10.5  11.6   11.6   13.6   14.5   14.4
  0 .8     0 .8     1 .1     1 .3     1 .3    1 .4     1 .6     1 .7     1 .5     1 .3

























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































(出所）ministry of planning and investment ,VietNam, report on textile and garments industry
in VietNam,Feb,1997
　新規の輸出製造工業部門として可能性があると思われるものとして、電子・電気産業、
自動車の部品、金型産業が考えられる。これらの産業の場合にも、繊維産業の場合と同様
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AFTA の中で展開されることが予想される多国籍企業による国際分業体制のネットワーク
‐の一端を取り込むという考え方が重要である。この意味で新規の輸出産業の振興政策の
主要な部分は外国直接投資を誘致する政策措置となるだろう。
輸入代替的な産業の育成
　新たな輸出製造工業部門の生産拡大を実現すると、それが生産財・中間財の輸入を大量
に誘発することが予想される。また投資率の上昇を伴う高度成長は付加的な投資財輸入を
誘発することになるだろう。中長期の視点から考えれば、持続的な工業化を維持するのに
必要な産業基盤を国内に形成するための輸入代替工業化も早めに推進するべきであろう。
産業ごとにいかにして、「効率的輸入代替」を進めるべきかについては、ここでは次の２
点を指摘するにとどめたい。
　第１に、輸入代替産業の育成についても、AFTA ないしはより広い国際市場における多
国籍企業における国際分業ネットワークの展開に参画することによって実現する可能性が
あるということである。第２の論点は、輸入代替工業化の効率性にかかわっている。つま
りベトナムの初期条件のもとで輸入代替的な産業を育成していくためには、育成すべき各
産業を川上、川中、川下部門に分割し、それぞれの資本集約度、投資額の規模、投資のタ
イミング、国内需要の見込み、規模の経済性の実現可能性などを慎重に考慮して、川上、
川中、川下を選択して実行するべきである。この点に関する意図を多国籍企業に対して明
確に伝えるために、法人税の減免、補助金の付与、インフラ整備の実施などのインセンテ
ィブを明示することが重要である。結果として多国籍企業の参加が得られない場合には計
画の見直しあるいは計画を中止する態度が必要である。
５． 結び
  市場システムの未成熟やインフラの未整備などのさまざまな隘路を抱えるベトナムにお
いては、貿易自由化のみによって工業化を推進すると考えているのは現実的ではない。一
方、国際経済自由化が目まぐるしく進んでいる中で、保護貿易政策によって国内産業の育
成を図る工業化政策を長期的に実現するのは困難であろう。
 中長的な工業化のために、ゔィエトナム政府は内外情報の収集、伝達の改善、製品の基
準化、流通、輸送のネットワークの拡充などのインフラ整備に加えて、外国企業の直接投
資を誘致、利用すべきであろう。また外国企業に対して、国内の投資環境の整備とともに
税の減免、規制緩和などのより魅力的な外資制度を導入する必要がある。
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